
ソフトバンクグループの大量特許出願戦略が

日本企業の知財戦略に与える影響：人工超知

能（ASI）時代の新たなルールメイキングとパラ
ダイムシフト 

Gemini 3.1 pro 
序論：知財エコシステムにおける歴史的パラダイムシフトの到

来 
長年にわたり、日本の知的財産（IP）エコシステムは、精密な研究開発（R&D）に基づくハードウェア
技術や要素技術の保護を主眼として発展してきた。特許公開件数ランキングにおいて数十年にわた

り首位を争ってきたトヨタ自動車やキヤノンといった伝統的な製造業大手の存在は、日本の知財戦

略が「高品質な技術の厳格な権利化」と「自社製品の防御」という哲学に基づいていたことを象徴し

ている 1。長年トップ10にランクインしてきたこれらの企業は、通年を通じて安定的かつ継続的な出願
を行い、自社製品の参入障壁を築くことを主眼としてきた 1。しかし、2023年から2026年にかけてソフ
トバンクグループ（以下、SBG）が引き起こした前代未聞の「大量特許出願」は、この伝統的な知財の
常識と競争のルールを根底から破壊する歴史的なブラックスワン・イベントとなった。 

本レポートは、SBGによる数万件規模の特許出願の定量的な実態と、その背後で稼働している生成
AIを活用した「知財製造工場」とも呼ぶべきメカニズムを徹底的に解剖する。その上で、この規格外
の行動が特許庁（JPO）をはじめとする国家の知財インフラに与える負荷と、日本のあらゆる産業の
企業が直面することになる「知財の地雷原」という脅威について論じる。さらに、著作権や意匠権を巡

る法的な摩擦、インフラ覇権を巡る地政学的リスクを勘案しつつ、この事態を受けて日本企業が直ち

に移行すべき次世代の知財戦略—すなわち、AIを活用した「スピードと量」の確保、優先権制度の戦
略的利用、および全社的な知財創出体制の構築—について、実行可能な対抗策を提示する。 

SBGの行動は、単なる一企業の防衛的な特許取得活動ではない。それは孫正義氏が提唱する「人
工超知能（ASI）」時代を見据え、デジタル社会のオペレーティングシステム（OS）から物理世界のロ
ボティクス制御、さらには企業統治や人間の感情認識に至るまで、未来の社会インフラの仕様を先

回りして独占しようとする「ルールメイカー」としての極めて攻撃的なグランドデザインの顕在化である 
1。このパラダイムシフトを正確に理解し、自社の戦略を再構築できるか否かが、今後のAI駆動型経
済における企業の存亡を分ける決定的な要因となる。 

定量的データ解析：出願軌跡の変遷と「異常値」の発生メカニ

ズム 



SBGの特許出願活動は、2022年後半を境にして過去数十年の傾向から完全に逸脱した異常な軌道
を描いている。特許庁の公開公報および統計速報、世界知的所有権機関（WIPO）のデータ、各種の
公的議事録を統合的に分析することで、同社の出願戦略が散発的なものではなく、綿密に計画され

た「波（ウェーブ）」として実行されていることが明らかになる。 

第一の波（2023年9月）：生成AIシフトの顕在化と市場への衝撃 
2022年後半までのSBGは、自らを「戦略的投資持株会社（ビジョン・キャピタリスト）」と位置づけ、ア
リババやYahoo!、のちのArmといった有望なテクノロジー企業への資本投下に特化しており、自社で
の特許出願は月間数件から数十件程度と極めて限定的であった 1。しかし、2022年末のOpenAIに
よるChatGPTの公開と世界的な生成AIブームの勃興と完全に一致する形で、社内の知財創出体制
が急激に稼働し始めた 1。 

その最初の爆発が観測されたのが、2023年9月である。提供されたデータおよび公的記録によれ
ば、SBGはこの単一の月に8,959件という天文学的な数の特許を出願した 1。同月を優先日とする出
願を含めると、実質的に1万件レベルの出願が短期間に行われたことになる 1。この背景には、SBG
社内で開催された「生成AI活用コンテスト」が存在し、全社員から集められた約10万件のアイデアの
中から1万件が選抜され、一斉に出願されたという事実がある 1。 

日本の特許制度における「出願から原則18ヶ月後の公開」というルールに従い、この第一の波はス
テルス状態で進行していたが、2025年4月に入って連日1,500件以上が公開される形で市場に可視
化された 1。特許ポータルサイトの統計によれば、2025年4月2日と3日のわずか2日間で3,569件超
が公開され、2025年通年のSBGの出願公開件数は10,400件に達し、トヨタ自動車（5,456件）やキヤ
ノン（5,417件）を圧倒して全企業中トップに躍り出た 1。 

第二の波（2024年7月〜8月）：出願体制の恒常化とスケールアップ 
第一の波が単発のイベントではないことを証明したのが、2024年夏の「第二の波」である。データに
よれば、2024年7月に2,512件、8月に9,421件、続く9月に1,143件と、わずか数ヶ月の間に1万3,000
件規模の出願が集中して行われた 1。 

この事態は特許庁も重大な関心を持って注視しており、2024年11月に開催された産業構造審議会 
知的財産分科会の第9回財政点検小委員会において、「2024年7月・8月にAI関連のかなり大きな企
業による特定の大量出願があった」と公式に報告された 1。2026年に入り、これらの出願が順次公開
されたことで、公開件数が2月末時点で7,486件に達し、この「特定企業」がSBGであることが完全に
確定している 4。この第二の波は、SBG内部におけるAIを用いた出願書類の量産体制が完全にシス
テム化され、恒常的なオペレーションとして定着したことを示唆している。 

第三の波（2025年12月）：前代未聞の統計的異常値 
さらに市場を震撼させているのが、2025年12月に観測された日本の特許出願全体の異常な急増で
ある。特許庁の統計速報によると、2025年12月単月の日本国内の特許出願件数は82,188件に達
し、前年同月比で168.9%増（約2.7倍）という過去に類を見ない歴史的なスパイクを記録した 1。例年
の12月の出願件数が約30,000件前後であることを考慮すると、この50,000件以上の超過分は極



めて異例である 1。 

出願人別の内訳は18ヶ月後の公開を待たなければ確定しないものの、過去の出願パターンの連続
性、2026年第1四半期におけるSBGの公開件数の異常な伸び（3月19日時点で既に11,964件に到
達）、および一部の情報源で指摘されている「1ヶ月で7,780件の特許を出願」といった記録を総合す
ると、この数万件の超過分の相当部分がSBGによる「第三の波」である可能性が極めて高いと評価
されている 1。WIPOのPATENTSCOPE上でも「SOFTBANK GROUP CORP」名義のPCT国際出願が多
数確認されており、国内出願のみならず国際的な権利化の波も連動して拡大していることが観測さ

れている 1。もしこれが事実であれば、SBGは単一の企業でありながら、一国のマクロな特許統計を
完全に歪める規模の知財創出能力を恒常的に保持していることになる。 

 



 
 

「知財製造工場」の内部構造とAI活用手法：実務の破壊と再
構築 
単月で1万件近い特許出願を完了させることは、発明者へのヒアリング、先行技術調査、明細書の論
理構築、請求項の作成というプロセスを人間（弁理士および知財部員）の手作業に依存する従来の

知財実務の限界を完全に超えている。SBGがこれを実現できたのは、特許出願プロセスそのものを
「生成AIを活用した大量生産パイプライン」へと再構築したからに他ならない。 

テンプレート化とAI自動生成の極限的活用 



公開されたSBGの数万件の特許公報を分析した特許実務家や専門家の見解によれば、これらの出
願には明確な構造的特徴が存在する。発明の名称が一様に「システム」「情報処理装置」「データ処

理装置」といった極めてシンプルかつ抽象的なものに統一されており、特許図面や共通の技術的説

明文（例えば、サーバーとクライアント端末の通信構成など）が多くの出願間で高度に流用されてい

る 1。 

これは、SBGが特許明細書の「テンプレート化」を徹底し、そこに全社員から集められた数万規模の
ビジネスアイデア（プロンプトやユースケース）を掛け合わせ、生成AIを用いて明細書の文章表現を
自動生成・大量結合させるシステムを構築していることを強く推測させる 2。この「テンプレート化 × AI
生成 × 大量組み合わせ」という手法により、通常は1件あたり数週間から数ヶ月を要する明細書作成
のリードタイムを、極限まで短縮することに成功したのである。1万件の出願にかかる特許庁への純
粋な出願料は約1.4億円、明細書作成費用等の外部コストを含めれば約30億円規模の投資と推計
されるが、AI生成の内製化によってこの実質的な作成コストは劇的に圧縮されているとみられる 1。 

全社的な「AIユースケース」創出とエージェント増殖 
この圧倒的な出願量の源泉となっているのが、SBG社内における爆発的なユースケースの創出活
動である。SBGは社内起業家育成プログラム「SoftBank InnoVenture」などを通じて革新的なアイデ
アを創出する土壌を培ってきたほか、経営陣主導で「ソフトバンク特許賞」を設立し、知財創出を奨励

している 1。 

さらに注目すべきは、SBGが2025年夏に実施した全社的なAIプログラムである。このプログラムで
は、技術部門に限らず全社員に対して日常業務用のAIエージェントを100個作成するよう求め、わず
か10週間の間に約2万人の社員の手によって250万個以上のAIエージェントが生成された 1。実務の
最前線から生まれたこの無数のAIユースケース（会議の議事録作成、スケジュールの最適化、営業
資料の自動生成など）が、そのまま特許出願の「種」として機能している。特許公報の発明者欄に

6,850名もの多岐にわたる社員名（孫正義氏自身も第2位の発明者として名を連ねる）が記載されて
いる事実は、特定のR&D部門から全社員へと知財創出の主体が「民主化」したことを如実に物語っ
ている 1。 

 



 
 

制度的アービトラージ：優先権制度と審査請求猶予の金融工

学的活用 
SBGの戦略の恐るべき点は、単に質の低いアイデアを乱発しているのではなく、現行の特許制度に
存在する「時間的猶予（タイムラグ）」を、ビジネス展開のオプション価値として極めて高度に利用して

いる点にある。これは、ベンチャーキャピタルが初期段階のスタートアップに広く薄く投資し、勝機が

見えた企業にのみ追加投資を行う「ポートフォリオ投資」の概念を知財戦略に持ち込んだものと解釈

できる。 

「1年間の国内優先権」を利用した肉付けと強化 
日本の特許制度には、最初の出願から1年以内であれば、その内容を補足・修正・拡張して新たな
出願にまとめることができる「国内優先権」の制度がある。SBGはまず、AIを用いて生成した初期アイ
デアを「権利の種（プレースホルダー）」として大量に出願し、市場の動向や自社の事業展開（例えば

「Cristal intelligence」の導入進捗など）を見極める 1。そして、1年間の間に真に事業価値が高いと判
断された少数の有望な発明（約900件程度など）に対してのみ、AIを用いて明細書を通常の20〜30



倍に相当する約2,000段落規模にまで大幅に肉付けし、極めて強固な権利範囲を構築する手法を
取っていると分析されている 2。 

「3年間の審査請求期間」の戦略的オプション行使 
さらに、特許庁による実体審査を開始させるための「審査請求」は、日本国内において出願日から3
年以内に行えばよいという制度的猶予が存在する（過去の法改正により7年から3年に短縮されてい
る）1。データが示す通り、2025年に公開された10,400件の出願のうち、同年末までに特許として登
録されたのはわずか55件（取得率0.5%未満）、別の分析では「2年半後に登録されたのは3件」と
いった指摘も存在する 1。 

これは彼らの出願の質が低いから直ちに拒絶されているのではなく、大半の特許が「意図的に審査

請求を保留され、休眠状態のまま他社に対する威嚇効果を発揮している」状態であることを意味す

る 1。SBGは、出願費用という相対的に低廉なサンクコストを支払うことで広大な技術領域に「網」を
張り、3年間の間に自社のビジネスの勝敗が明らかになってから、必要なものだけに追加の手数料
（審査請求料：数十万円規模）を投じて権利化する手法を採用しているのである 1。この制度的アービ
トラージにより、不確実性の高いAI市場における先行者利益を極大化している。米国特許商標庁（
USPTO）においても、18ヶ月公開の原則の中で非公開請求の例外はあるものの、同様に市場の動向
を見据えた権利化の波及が予想される 1。 

出願領域の偏在と技術ポートフォリオの深掘り：未来社会の

OS独占 
SBGの大量出願は、無作為に技術を囲い込んでいるわけではない。公開された特許の国際特許分
類（IPC）やFI分類コードを分析すると、その主戦場が旧来のハードウェア要素技術から、次世代のビ
ジネスプロセスおよびヒューマン・コンピュータ・インターフェースの領域へと明確にシフトしていること

がわかる。 

ソフトウェア・サービスとAIエージェントへの一点突破 
最も大きな出願ボリュームを占めているのが「G06Q（データ処理システムまたは方法、特に行政
的、商業的、金融的、経営的または監督的目的に特に適合したもの）」の領域である 1。これに加え
て、「G16H（ヘルスケア情報科学）」、「G06N（特定の計算モデルに基づく計算機システム、すなわち
AI・機械学習）」、「G06F（デジタルデータ処理）」、「G10L（音声認識）」、「G06T（画像処理）」といった
分野が続く 1。 

具体的な特許の要旨としては、「大規模な企業リストの自動生成とスプレッドシート化」「テーマとペー

ジ数に基づくプレゼン資料の自動生成とスライド出力」「予定表を読み込んだ日程候補と店舗提案に

よる飲み会企画の効率化」など、日常的な業務フローやコミュニケーションを生成AIによっていかに
効率化するかという、アプリケーション層のインターフェースやビジネスモデルそのものに関する発明

が大量に含まれている 1。これは、基盤となるLLM（大規模言語モデル）の基礎アルゴリズム自体の
優劣を競うのではなく、LLMを実社会のあらゆる業務やサービスに組み込む際の「実装力」を網羅的



に権利化しようとする意図の表れである 1。 

主要IPCコード 対象となる技術領域 出願特許の具体例・応

用分野 
戦略的意図 

G06Q ビジネスモデル、業

務・サービス系データ

処理 

企業リストの自動生

成、飲み会日程調整、

営業資料自動作成 

既存のSaaS領域の業務
フローをAIで代替し、イ
ンターフェースを支配す

る。 

G16H 医療・ヘルスケアAIア
プリケーション 

感情推定に基づくメン

タルヘルスケア、グ

リーフケア 

センシティブな個人デー

タとAIを統合し、究極の
パーソナライゼーション

を実現。 

G06F / G06N デジタルデータ処理、

機械学習・AIモデル 
AIエージェント間の自
律的なタスク実行承認

フロー、プロンプト生成 

「10億のAIエージェント」
社会を稼働させるため

のOSレベルでの基本仕
様の確保。 

G10L / G06T 音声認識・合成、画像

処理 
ユーザーの音声トーン

からの感情推測、画像

生成AIによる素材作
成 

AIが現実世界を認識・出
力するための感覚器官

（マルチモーダル技術）

の独占。 

「10億のAIエージェント」とCristal intelligence 
さらに重大なのは、孫正義氏が掲げる「10億のAIエージェント」構想に直結する特許群である。2025
年2月、SBGはOpenAIと年間30億ドル（約4,500億円）規模のパートナーシップを締結し、エンタープ
ライズ向けAIソリューション「Cristal intelligence」の開発と合弁会社「SB OpenAI Japan」を通じた日
本市場の独占展開を発表した 1。 

24時間365日自律的に稼働し、過去の交渉や会議のすべてを記録する「生涯記憶（Life-long 
Memory）」を持ち、人間の代わりに意思決定やタスク実行を行うAIエージェント間の「通信プロトコ
ル」、実行可否の「承認フロー」、さらにはユーザーの生体情報や音声から感情を読み取り応答を変



化させる「感情認識エンジン」に関するシステムが特許群に大量に含まれている 1。また、社員のPC
挙動から情報漏洩リスクや業務のサボりを検知する「企業統治・行動監視」に関するシステムなど、

人間とAI、あるいはAI同士が協調・監視し合う未来の社会構造の「論理的基盤（OS）」を構築してい
る 1。これらの特許群が権利化されれば、他社がAIを用いたSaaSサービスを開発しようとした際、イン
ターフェース設計のどこかで必ずSBGの特許網に抵触する「関所」が形成されることになる。 

物理的インフラストラクチャーとハードウェア層の制圧 
ソフトウェアおよび特許による論理層の支配は、それを処理するための莫大な計算能力（コンピュー

ト）と膨大なエネルギーインフラがなければ、砂上の楼閣に過ぎない。SBGは特許による防衛と並行
して、グローバルな物理インフラの構築に対しても天文学的な資本を投下している。 

Stargate ProjectとProject IzanagiによるAIインフラ覇権 
2025年1月、SBGはOpenAI、Oracle、そしてUAEの投資ファンドMGXとともに、米国におけるAIイン
フラ構築の巨大プロジェクト「Stargate Project」を発表した 1。今後4年間で米国に5,000億ドル（約75
兆円）という歴史的規模の資本を投じ、10ギガワット（GW）の電力容量を持つデータセンター網を構
築する計画である 1。このプロジェクトにおいて、SBGは財務的リーダーシップを担い、Microsoftの独
占的地位を牽制しつつインフラの主導権を握りつつある。 

同時に、半導体レイヤーにおいても、孫正義氏は「Project Izanagi」を通じてNVIDIAに対抗する
1,000億ドル規模のAIチップ網を構想している。買収したGraphcoreの技術や中核子会社である
Armの省電力技術を統合し、データセンターからエッジデバイスに至るまでの計算資源を完全に掌
握しようとしている 1。 

ロボティクスによる「物理世界」へのASI実装 
さらに、ASIの知能をデータセンターのサーバーから物理世界に解き放つため、ロボティクス分野へ
の投資も加速している。2025年10月に合意されたABB Robotics（産業用ロボット）の買収をはじめ、
AutoStoreやFourierといったヒューマノイド領域への投資は、Armのチップ技術とOpenAIの推論モ
デルを統合し、産業用ロボットから家庭用ロボットに至るまでの物理的インターフェースを制圧する狙

いがある 1。特開2025-152120や特開2025-112625など、2025年に公開されたロボット関連の知財群
は、このハードウェア戦略とソフトウェア知財戦略が完全に連動していることを裏付けている 1。 

財務的脆弱性と地政学的リスクの交錯 
この野心的な知財・インフラの垂直統合戦略は、SBGに前例のない成長機会をもたらす一方で、極
めて高い財務的リスクと複雑な地政学的課題を抱え込んでいる。 

金融分析機関のS&P Globalは、SBGの長期発行体格付けの見通しを「ネガティブ」に引き下げた 1。
その最大の要因は、OpenAIに対する過度なエクスポージャーである。すでに完了した約400億ドル
の投資に加え、さらに300億ドル規模の追加投資が計画されており、技術進化のスピードが速いAI
業界においてモデルが陳腐化した場合、同社のLTV（保有資産に対する純負債の割合）が急激に悪



化する「重大なAIイノベーションリスク」が指摘されている 1。 

また、地政学的な文脈において、SBGの戦略は米国の国家戦略と不可分に結びついている。
Stargate Projectの発表が米ホワイトハウスで行われ、米国の再工業化と国家安全保障を支援する
枠組みとして位置づけられたことは、AI覇権を巡る米中対立の中でSBGが米国陣営の中核に組み
込まれたことを意味する 1。「OpenAI for Countries」イニシアチブを通じた他国へのインフラ輸出は、
SBGの保有する特許網（OS仕様）をパッケージ化して他国のデジタル基盤を実質的に支配する構図
を目指すものであり、国家間の新たな緊張を生む火種となる可能性を秘めている 1。これに加えて、
ArmがQualcommと抱えるような知財訴訟リスクの多発は、大量の特許ポートフォリオを維持・行使
する上で避けられないコストと経営上の重荷となる 1。 

特許庁（JPO）およびグローバル知財インフラへの破壊的イン
パクト 
これほどまでに巨大かつ急激な一企業による特許出願の集中は、日本の知財インフラおよび制度そ

のものに多大な負荷と混乱をもたらしている。 

審査体制の限界とシステム投資の必要性 
特許庁にとって、SBGの数万件規模の出願は、システムの処理能力および将来の審査体制に対す
る重大な挑戦である。2024年11月に開催された産業構造審議会 知的財産分科会の第9回財政点検
小委員会、およびそれに続く第10回、第11回小委員会において、この「大量出願」や財政運営のあり
方が主要な議論の遡上に載っている 4。 

現在、特許特別会計は、過去の手数料体系の変更（1993年の値上げ前の駆け込み需要や、審査請
求期間の7年から3年への短縮）や、特許査定率の向上に伴う権利維持（現存率の上昇）の恩恵を受
け、令和6年度時点で約1,200億円の剰余金を抱える極めて良好な状態にある 5。しかし、これは過
去の遺産によるものであり、SBGが仮に2023年と2024年に出願した数万件の特許について、期限
である3年後（2026年〜2027年）に一斉に「審査請求」を行った場合、特許庁の審査官のキャパシ
ティは物理的にパンクする恐れがある。この危機感から、剰余金を活用した「迅速で質の高い審査」

を維持するためのシステム刷新（特許庁デジタル戦略202X）や庁舎改修といった大規模なインフラ
投資が急務として議論されている 5。 

グローバルな知財コストの高騰と法的・倫理的議論 
国際的な文脈においても、特許審査の複雑化と件数増加への対応は共通の課題である。欧州特許

庁（EPO）は2026年4月1日より、審査請求料を現行の1,915ユーロから2,010ユーロへ、調査費用や
特許査定料を含む庁費用を一斉に値上げすることを発表した 6。これはインフレ対応だけでなく、AI
時代における特許審査のコスト増の転嫁という側面を持つ。日本の特許庁においても、単一企業に

よるシステムの過度な占有や審査リソースの浪費を防ぐため、将来的な手数料体系の抜本的見直

しや、大量出願に対する何らかの抑制的な制度設計が議論される引き金となる可能性がある。 

さらに、大量の生成AIによる自動生成特許は、現行の特許法や著作権法が想定していなかった根



本的な法規制の摩擦を生んでいる。「AIが出力したアイデアは誰のものか」、そして「人間がプロンプ
トを入力しただけの出力結果に特許権という独占権を付与してよいのか」という問題である 3。 

日本新聞協会などのコンテンツ産業団体は、2025年から2026年にかけて「知的財産推進計画2026
」の策定に向け、生成AIにおける報道コンテンツの保護に関する強い懸念を表明している 9。特に、
学習データだけでなく、検索拡張生成（RAG）で利用される参照用知識データの迂回的な収集による
権利侵害の構造的困難さを指摘し、透明性のあるルール作りを求めている 10。加えて、OpenAI「
Sora 2」によるキャラクターの無断生成問題に対するCODAの要望書や、読売新聞グループによる
Perplexity AIへの訴訟など、AIによる知的財産（著作権）侵害リスクは社会的な大問題となっている 8

。特許庁においても、2026年の意匠法改正を視野に入れ、AIの知財侵害を防ぎ正規の創作者を保
護するための審査基準の厳格化が検討されるなど、アンチパテント（特許権の濫用に対する反発）

の動きが急速に高まっている 3。 

日本企業の知財戦略に与える直接的・間接的影響と次世代戦

略への移行 
SBGの行動は、日本のあらゆる企業の経営層および知財部門に対し、「従来の戦略のままでは生き
残れない」という強烈な警告を発している。著作権リスクに怯え、法務コンプライアンスの壁の前で足

踏みをしている間に、ゲームのルールは完全に書き換えられている 8。この事態を受けて日本企業
が直ちに実行に移すべき三つの対抗戦略を以下に提示する。 

対抗策1：知財業務の徹底的なAI化による限界費用の圧縮（内製化） 
SBGの圧倒的なスピードと量に対抗するためには、特許出願のプロセス（プロセキューション）にAIを
導入し、限界費用を極限まで引き下げることが不可欠である。現在、Questel社の「Qthena」に代表
されるような、特許中間手続き（OA応答）や明細書作成のワークフローを自動化する知財特化型の
生成AIソリューションが実用化されている 12。米国特許商標庁（USPTO）の統計では、出願の約86%
から90%が初期段階で拒絶理由（OA）を受け取っており、この対応に最も時間とコストがかかる 12。 

企業は、これまで外部の特許事務所に支払っていた高額な明細書作成費用や中間処理費用の予

算構造を抜本的に見直し、社内のAI知財システムの導入と運用に振り向けるべきである。AIを活用
して出願コストを下げることで、従来は「費用対効果が合わない」として棄却していた周辺技術やビジ

ネスモデルのアイデアについても、積極的に出願して権利範囲の壁（パテント・シックケット）を構築す

ることが可能となる 2。 

対抗策2：事業戦略と連動した「優先権」と「審査請求」の動的ポートフォリオ管
理 
SBGの戦略から学ぶべき最大の教訓は、特許制度のタイムラグを利用した金融工学的アプローチで
ある。日本企業も「出願＝必ず権利化を目指し、完璧に仕上げる」という硬直的な思考を捨て、以下

のような動的かつアジャイルなポートフォリオ管理を導入すべきである 2。 

1.​ 初期の面取り（種蒔き）：新規プロジェクトの立ち上げ段階や社内ハッカソン等で生まれた現場



のアイデアを、AIを活用して迅速かつ低コストで大量に出願し、市場の優先日を確保する。 
2.​ 1年間のピボットと肉付け（国内優先権の行使）：事業の仕様が固まってきた段階で、実際に顧

客価値を生むコア機能に絞り込み、初期出願の優先権を主張して、AIを用いて強固な請求項を
備えた明細書として再出願する。 

3.​ 3年間の事業性評価（審査請求の選別）：出願から3年が経過する直前に、事業の撤退・継続、
および競合の動向を再評価し、真に独占排他権が必要な特許（自社の優位性担保、または他

社へのライセンス・牽制に使える特許）のみに審査請求費用を投じる。 

対抗策3：標準化戦略（オープン）と権利化戦略（クローズ）のハイブリッド化 
SBGが「未来のOS」を独占しようとする中、一企業が単独の特許網だけでこれに対抗することは現実
的ではない。日本企業は、自社のコア技術については徹底的に特許化してブラックボックス化（ク

ローズ）する一方で、他社システムとの接続領域や、AIエージェントの通信プロトコル等の基盤フォー
マットについては、コンソーシアムを形成して標準化（オープン）を推進するハイブリッド戦略をとるべ

きである。 

オープンソースソフトウェア（OSS）のコミュニティや業界団体（JIPAなど）に積極的に関与し、特定の
企業が基盤技術を独占して高額なライセンス料を要求してくるリスク（ホールドアップ・リスク）を業界

全体で軽減する連帯が不可欠である。政府や特許庁に対するロビイング活動を強化し、AI時代の適
正な審査基準の策定や、パテント・トロール的行為の牽制に向けた議論を主導することも、重要な知

財防衛戦略の一部となる。 

 



 
 

結論：情報革命の「ルールメイカー」に対する産業界の覚悟 
ソフトバンクグループが2023年から2026年にかけて引き起こした数万件に及ぶ「特許の異常出願」
は、一過性のトピックとして処理すべきものではない。それは、AIという新たな汎用技術（GPT）が産
業の隅々に浸透していくプロセスにおいて、誰がその規格を定義し、誰がその果実を独占するのか



という、情報資本主義の覇権を巡る極めて熾烈な闘争の幕開けである。 

SBGは、有望なテクノロジー企業に投資し、その成長の果実を回収する従来の「ビジョン・キャピタリ
スト」という立場から脱却しつつある。彼らが現在行っているのは、5,000億ドル規模のStargate 
Projectによる米国でのインフラ制圧と並行して、生成AIを用いて無数の未来のユースケースを絨毯
爆撃的に特許化し、来るべき人工超知能（ASI）時代のエコシステム全体を垂直統合的に支配するた
めの「法の基盤（特許網）」を自らの手で構築するプロセスに他ならない。 

この戦略は、特許出願のハードルと限界費用を劇的に引き下げる「生成AI」の力と、制度のタイムラ
グを利用して事業リスクをヘッジする「金融工学的ポートフォリオ管理」を組み合わせた、知財史上類

を見ないイノベーションである。特許庁をはじめとする行政機関が、この未知の負荷に対してシステ

ムの高度化や審査基準の厳格化等でどのように対応するかは今後の重要な焦点となる。しかし、現

行法制下においては、2025年以降、SBGの出願した特許群が市場に連日公開され続け、他社の事
業展開を物理的かつ心理的に牽制する「地雷原」として機能することは確定的な未来である。 

日本の産業界、とりわけ独自の技術力と品質で世界と闘ってきた伝統的な企業群は、この事態を

「自社には関係のないソフトウェア業界の特異な現象」として看過することは許されない。AIはもはや
特定の産業領域に留まるものではなく、モビリティ、製造、金融、医療、インフラ等、すべての物理的・

社会的プロセスを再定義する普遍的なレイヤーとなっている。自社の業界のビジネスプロセスが、気

づかぬうちにAIのインターフェースとして再定義され、その特許を他業種のプラットフォーマーに握ら
れるという致命的なリスクが目前に迫っている。 

したがって日本企業は、知財部門を単なる法的防御の砦として機能させるのではなく、経営戦略・事

業戦略と三位一体となった「事業創造アクセラレーター」へと早急に変革しなければならない。著作

権侵害などの不確実なリスクを過度に恐れて行動を停止するのではなく、リスクを適切に管理するア

ジャイルなガバナンスを構築した上で、AIを活用して出願プロセスを極限まで高速化・内製化するこ
とが求められる。全社的なアイデア創出のパイプラインを確立し、ルールメイカーたちの猛攻に対し

て自陣を広げ、業界の標準化を通じたしたたかな戦略を推進すること。それこそが、ソフトバンクグ

ループが投じた巨大な石の波紋の中で、日本企業が生き残り、次代の成長軌道を描くための唯一

の道筋である。 
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